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「投票率低下を食い止め、より多くの有権者の投票参加を

促す制度設計とはどのようなものか」。これまで多くの研

究がさまざまな国のデータを用いてこの問いに答えようと

してきましたが、確定的な結論は出ておらず、エビデンス

の蓄積も十分とは言えません。

私は、主に日本とアメリカを対象に、計量経済学的手法を

用いてこの問いに取り組み、投票率向上のための政策設計

に欠かせない質の高いエビデンス提供を目指しています。

例えば、日本における有権者1万人あたりの投票所の数

（図1、1960年代以降減少傾向）や開閉時間を見直すだけ

でも衆院選投票率が上昇する可能性を明らかにしました。

別の研究では、期日前投票制度で有権者の一部が投票のタ

イミングをずらせたため、2017年衆院選が台風と�重なっ

ても投票率が大きく下がらなかったという、期日前投票制

度の有効性に関するエビデンスを提示しました（図2） 。

選挙での投票は最も身近な政治参加の形態ですが、近年の日本の選挙投票率は低下傾

向にあります。低投票率は、規範的観点のみならず、政治的・経済的平等や公平の観

点からも重要な問題で、実態の理解と有効な介入策が不可欠です。投票率は性別より

所得や教育の影響を大きく受けます。「投票する権利があるから平等」ではなく、社

会の構造的不平等が投票率低下をもたらすのです。投票行動に関する重要なエビデン

スを解釈しやすい形で提供し、時間や手間等の投票のコストを下げ、誰もが平等に投

票できる制度の実現への貢献を目指します。また今後は、選挙制度に限らず、平等な

社会実現のための制度設計へのエビデンス提供にも挑戦していきたいです。
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図1 有権者1万人あたりの投票所数

図2 選挙当日雨量と投票率の関係

（雨量が増えてもそれほど投票率

は低下しない）
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情報技術の進展によって、小売店をはじめとする最終消費

者に製品を販売する企業は、購買履歴など顧客の個人情報

を活用した価格設定が容易になり、販売促進活動が活発化

しています。他方、支払意欲の高い特定の顧客に対して非

常に高い価格が設定される状況は、価格競争がもたらす価

格差別であり、経済厚生の面で問題です。

このような意識の下、私は、個人情報を活用した企業の価

格付けの理論分析に取り組んでいます。具体的な研究成果

例は、企業が購買履歴を用いてターゲットセグメント毎に

価格設定を行うモデルです（図1）。また、消費者が企業

の価格差別の試みを回避するためには、消費者自身による

個人情報管理が鍵となることも明らかにしました。

2020年4月から公正取引委員会競争政策研究センターの所

⻑を務めていることもあり、こうした学術知を少しでも経

済政策に還元していくことが今後の課題です。

情報通信技術の進展により、従来は困難であった各経済主体のつながりや取引が⽣ま

れ経済活動の範囲が広がって、市場が活性化しています。他⽅、各種の取引をつなぐ

「場」として活動するタイプの企業が台頭し、市場の寡占化も進んでいます。このよ

うな、⼀⾒したところ情報通信技術によって⼤きな変⾰を⽣み出している企業であっ

ても、この企業を取り巻く利害関係者の相互依存関係を経済学の考え⽅に従って整理

してみると、従来から存在する市場の⼀企業として⾒なすことができます。経済学の

観点から市場構造を整理することで、政策実務や異分野での蓄積を援⽤するための参

考材料を提供し、市場の変容に応じた競争政策に貢献していきたいと考えています。

図1 購買履歴を用いた価格差別：

企業は、新規顧客に対しては他社

の顧客を奪うため安い値段を提示

し、値段に関わらずサービスを使

い続ける顧客に対しては高い値段

を提示する
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